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議案第 1号

令和5年度船橋市一般会計補正予算

令和 5年度船橋市の一般会計の補正予算は、次に定めるところによる。

（歳入歳出予算の補正）

第 1条歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ 2,.47 9, 0 8 0千円を追加し、歳入

歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ 227, Oq4, 710千円とする。

2 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入歳出予

算の金額は、 「第 1表 歳入歳出予算補正」による。

令和 5年 5月 29日提出

船橋市長 松戸 徹
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第1表歳入歳出予算補正

歳 入

款 項 補正前の額 補 正 額 計

60 国庫支出金 43,453,530 2,479,038 45,932,568 

15 国庫補助金 6,346,180 2,479,038 8,825,218 

90 諸収入 9,204,800 42 9,204,842 

35 雑入 5,444,080 42 5,444,122 
¥.  
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歳 入 合 計 224,555,630 2,479,080 227,034,710 

（単位：千円）
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一般会計

歳

款 項 補正前の額 補 正 額 計

20 民生費 104,355,226 2,479,080 1'06,834,306 

10 社会福祉費 39,073,800 2,479,080 41,552,880 

c 

， 

-＼ 

c 

I 

歳 出 ムロ 計 224,555,630 2,479,080 227,034,710 

出 （単位：千円）
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議案第2号

令和5年度船橋市一般会計補正予算

令和 5年度船橋市の一般会計の補正予算は、次に定めるところによる。

（歳入歳出予算の補正）

第 1条歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ 3,6 0 9, 7 9 2千円を追加し、歳入

歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ 23 0, 6.4 4, 5 0 2千円とする。

2 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入歳出予

算の金額は、 「第 1表 歳入歳出予算補正」による。

（繰越明許費）

第 2条 地方自治法（昭和 22年法律第67号）第21 3条第 1項の規定により翌年度に

繰り越して使用することができる経費は、 「第 2表 繰越明許費」による。

（地方債の補正）

第 3条地方債の変更は、 「第 3表 地方債補正」による。

令和 5年 5月 29日提出

船橋市長 松戸 徹
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第1表歳入歳出予算補正

歳 入 （単位：千円）

嘉k 項 補正前の額 補 正 額 計

60 、国庫支出金 45,9、32,568 1,903,419 47,835,987 

15 国庫補助金 8,825,218 1, 903, 419 10, 728;637 

65 県支出金 16,293,700 514,900 16,808,600 

15 県補助金 3;962, 780 514;900 4,477,680 

繰入金
‘ 

4,865,800 1, 151; 963 80 6, 01.7, 763 

'10 基金繰入金 4,678,200 1,151,963 5,830,163 

90 諸収入 9,204,「842 10 9,204,852 

35 雑入
ヽ~

5,444,122 ＇ 10 5,444,132 

95 市債． 9,728,500 39, 5.00 9,768,000 

10 市債 9,728,500 39,500 9,768,000 

＼ 

！ 

歳 入 ムロ 計 227,034,710 3,609,792 230,644,502 
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一般会計

歳 出 （単位：千円）

款 項 補正前の額 補 正 額 計

15 総務費 15,548,904 128,000 15,676,904 

10 総務管理費 11,899,064 128,000 12,027,064 

20 民生費 106,834,306 1,372,374 r 108,206,680 

10 社会福祉費 41,552,880 243,712 41,、796,592

15,児童福祉費 47,718,406 1,128,662 48,847,068 

25 衛生費 23,938,500 3,690 23,942,190 

10 保健衛生費 16,974,150 3,690 16,977,840 

35 農林水産業費 495,800 182,679 678,479 

10 農業費 392, 760 181,679 574,439 

20 水産業費 20,340 1,000 21,340 

40 商工費 4,326,600 1,665,253 5,991,853 

10 商工費 4,326,600 1,665,253 5,991,853 

45 土木費 22,847,700 53,000 22,900,700 
i 

30 都市計画費 15,283,350 53,000 15,336,350 

50 消防費 7, 471, 000 818 7,471,818 

10 消防費 7,471,000 818 7,471,818 

55 教育費 25,922,200 203,978 26,126,178 

40 保健体育費 7,472,800 203,978 7,676,778 

I 

歳 出 合 計 227,034,710 3,609,792 230,644,502 
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第2表繰越明許費

八

.., 
~" 

款～ 項＇ 事 業 名 総' 額
' 

20民 生 費 10社会福祉費 光風みどり園整備事業 70,300 

15児童福祉費 子育て世帯生活支援
特別給付金給付事業：

3,525 

ふなっこ子育て応援給付金給付事業 4,121 
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第3表地方債補正

（変更）

.,．.,』＇

ヽ

限 度 額
起債の目的

補正前の額 補 正 額 計

消防施設整備事業 1,152,900 
-~ 
600 1,153,500 

運動広場整備事業 12,300 38,90Q 51,200 

立立：千円

限 額

起債全体計
補正前の額

度

補正額 計

9,728,500 39,500 9,768,000 
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議案第3号

令和5年度船橋市病院事業会計補正予算

（総則）

第 1条 令和5年度船橋市病院事業会計の補正予算は、次に定めるところによる。

（収益的収入及び支出の補正）

第2条 予算第3条に定めた収益的収入及び支出の予定額を次のとおり補正する。

（科 目） （既決予定額） （補正予定額） （計）

収 入

第 1款 病院事業収益

第 2項

支

第 1款

医業外収益

出

病院事業費用

第 2項 医業外費用

（資本的収入及び支出の補正）

20,010,000千円

2,063,400千円

20,010,000千円

158,000千円

818千円

818千円

818千円

818千円

20,010,818千円

2,064,218千円

20,010,818千円

158,818千円

第 3条 予算第4条に定めた資本的収入及び支出の予定額を次のとおり補正する（資本的収入額

が資本的支出額に対し不足する額879, 017千円は、減債積立金448, 300千円及び

過年度分損益勘定留保資金430,717千円で補填するものとする。）。

（科 目） （既決予定額） （補正予定額） （計）

収 入

第 1款 資本的収入 7,221,000千円 52,200千円 7,273,200千円

第 1項 企 業 債 6,694,500千円 52,200千円 6,746,700千円

支 出

第 1款 資本的支出 8,100,000千円 52,217千円 8,152,217千円

第 1項 建設改良費 7,151,700千円 52,217千円 7,203,917千円

（企業債の補正）

第4条 予算第6条に定めた起債の限度額を次のとおり補正する。
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（単位：千円）

＇ 
限 度 ＼ 額

起債の 目 的
補正前の額 補 正 額 計

新病院整備事業 6,482,600 52,200 6, 534, 800 

令和5年5月29日提出

船橋市長 松戸徹



議案第４号 

 

船橋市市税条例の一部を改正する条例を次のように制定する。 

 

  令和５年５月２９日提出 

 

                        船 橋 市 長 松  戸   徹  

 

 

   船橋市市税条例の一部を改正する条例 

 

 船橋市市税条例（昭和２９年船橋市条例第３０号）の一部を次のように改正する。 

改正後 改正前 

(配当割額又は株式等譲渡所得割額の控

除) 

(配当割額又は株式等譲渡所得割額の控

除) 

第34条の8 (略) 第34条の8 (略) 

2 前項の規定により控除されるべき額で

同項の所得割の額から控除することがで

きなかった金額があるときは、当該控除す

ることができなかった金額は、令第48条

の9の3から第48条の9の6までに定めると

ころにより、同項の納税義務者に対しその

控除することができなかった金額を還付

し、又は当該控除することができなかった

金額のうち法第314条の9第2項後段に規

定する還付をすべき金額により当該納税

義務者の前項の確定申告書に係る年の末

日の属する年度の翌年度分の個人の県民

税、個人の市民税若しくは森林環境税を納

付し、若しくは納入し、若しくは当該納税

義務者の未納に係る徴収金を納付し、若し

くは納入する。 

2 前項の規定により控除されるべき額で

同項の所得割の額から控除することがで

きなかった金額があるときは、当該控除す

ることができなかった金額は、令第48条

の9の3から第48条の9の6までに定めると

ころにより、同項の納税義務者に対しその

控除することができなかった金額を還付

し、又は当該納税義務者の同項の確定申告

書に係る年の末日の属する年度の翌年度

分の個人の県民税若しくは市民税に充当

し、若しくは当該納税義務者の未納に係る

徴収金に充当する。 

3 (略) 3 (略) 

(個人の市民税に係る給与所得者の扶養親

族等申告書) 

(個人の市民税に係る給与所得者の扶養親

族等申告書) 
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第36条の3の2 (略) 第36条の3の2 (略) 

2 前項又は法第317条の3の2第1項の規定

による申告書を給与支払者を経由して提

出する場合において、当該申告書に記載す

べき事項がその年の前年において当該給

与支払者を経由して提出した前項又は法

第317条の3の2第1項の規定による申告書

(その者が当該前年の中途において次項の

規定による申告書を当該給与支払者を経

由して提出した場合には、当該前年の最後

に提出した同項の規定による申告書)に記

載した事項と異動がないときは、給与所得

者は、施行規則で定めるところにより、前

項又は法第317条の3の2第1項の規定によ

り記載すべき事項に代えて当該異動がな

い旨を記載した前項又は法第317条の3の

2第1項の規定による申告書を提出するこ

とができる。 

 

3 第1項又は法第317条の3の2第1項の規定

による申告書を提出した給与所得者で市

内に住所を有するものは、その年の中途に

おいて当該申告書に記載した事項につい

て異動を生じた場合には、第1項又は法第

317条の3の2第1項の給与支払者からその

異動を生じた日後最初に給与の支払を受

ける日の前日までに、施行規則で定めると

ころにより、その異動の内容その他施行規

則で定める事項を記載した申告書を、当該

給与支払者を経由して、市長に提出しなけ

ればならない。 

2 前項又は法第317条の3の2第1項の規定

による申告書を提出した給与所得者で市

内に住所を有するものは、その年の中途に

おいて当該申告書に記載した事項につい

て異動を生じた場合には、前項又は法第3

17条の3の2第1項の給与支払者からその

異動を生じた日後最初に給与の支払を受

ける日の前日までに、施行規則で定めると

ころにより、その異動の内容その他施行規

則で定める事項を記載した申告書を、当該

給与支払者を経由して、市長に提出しなけ

ればならない。 

4 第1項及び前項の場合において、これら

の規定による申告書がその提出の際に経

由すべき給与支払者に受理されたときは、

その申告書は、その受理された日に市長に

提出されたものとみなす。 

3 前2項の場合において、これらの規定に

よる申告書がその提出の際に経由すべき

給与支払者に受理されたときは、その申告

書は、その受理された日に市長に提出され

たものとみなす。 

5 給与所得者は、第1項及び第3項の規定に

よる申告書の提出の際に経由すべき給与

支払者が令第48条の9の7の2において準

用する令第8条の2の2に規定する要件を

満たす場合には、施行規則で定めるところ

4 給与所得者は、第1項及び第2項の規定に

よる申告書の提出の際に経由すべき給与

支払者が令第48条の9の7の2において準

用する令第8条の2の2に規定する要件を

満たす場合には、施行規則で定めるところ
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により、当該申告書の提出に代えて、当該

給与支払者に対し、当該申告書に記載すべ

き事項を電磁的方法(電子情報処理組織を

使用する方法その他の情報通信の技術を

利用する方法であって施行規則で定める

ものをいう。次条第4項及び第53条の9第3

項において同じ。)により提供することが

できる。 

により、当該申告書の提出に代えて、当該

給与支払者に対し、当該申告書に記載すべ

き事項を電磁的方法(電子情報処理組織を

使用する方法その他の情報通信の技術を

利用する方法であって施行規則で定める

ものをいう。次条第4項及び第53条の9第3

項において同じ。)により提供することが

できる。 

6 前項の規定の適用がある場合における

第4項の規定の適用については、同項中

「申告書が」とあるのは「申告書に記載す

べき事項を」と、「給与支払者に受理され

たとき」とあるのは「給与支払者が提供を

受けたとき」と、「受理された日」とある

のは「提供を受けた日」とする。 

5 前項の規定の適用がある場合における

第3項の規定の適用については、同項中

「申告書が」とあるのは「申告書に記載す

べき事項を」と、「給与支払者に受理され

たとき」とあるのは「給与支払者が提供を

受けたとき」と、「受理された日」とある

のは「提供を受けた日」とする。 

(個人の市民税の徴収の方法等) (個人の市民税の徴収の方法等) 

第38条 個人の市民税は、第44条、第47条

の2第1項、第47条の5又は第53条の5の規

定により特別徴収の方法による場合を除

くほか、普通徴収の方法により徴収する。 

第38条 個人の市民税は、第44条、第47条

の2第1項、第47条の5又は第53条の5の規

定によって特別徴収の方法による場合を

除くほか、普通徴収の方法によって徴収す

る。 

2 (略) 2 (略)  

3 森林環境税は、当該個人の市民税の均等

割を賦課し、及び徴収する場合に併せて賦

課し、及び徴収する。 

 

(個人の市民税の納税通知書) (個人の市民税の納税通知書) 

第41条 個人の市民税の納税通知書に記載

すべき各納期の納付額は、当該年度分の個

人の市民税額、個人の県民税額及び森林環

境税額の合算額(第47条第1項又は第47条

の6第1項の規定により徴収する場合にあ

っては特別徴収の方法により徴収されな

いことになった金額に相当する税額)を前

条第1項の納期(第47条第1項又は第47条

の6第1項の規定により徴収する場合にあ

っては特別徴収の方法により徴収されな

いことになった日以後に到来する納期)の

数で除して得た額とする。 

第41条 個人の市民税の納税通知書に記載

すべき各納期の納付額は、当該年度分の市

民税額及び県民税額の合算額(第47条第1

項又は第47条の6第1項の規定によって徴

収する場合にあっては特別徴収の方法に

よって徴収されないことになった金額に

相当する税額)を前条第1項の納期(第47条

第1項又は第47条の6第1項の規定によっ

て徴収する場合にあっては特別徴収の方

法によって徴収されないことになった日

以後に到来する納期)の数で除して得た額

とする。 

(給与所得に係る個人の市民税の特別徴

収) 

(給与所得に係る個人の市民税の特別徴

収) 
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第44条 個人の市民税の納税義務者が当該

年度の初日の属する年の前年中において

給与の支払を受けた者であり、かつ、同日

において給与の支払を受けている者(支給

期間が1月を超える期間により定められ

ている給与のみの支払を受けていること

その他これに類する理由があることによ

り、特別徴収の方法により徴収することが

著しく困難であると認められる者を除く。

以下この条において「給与所得者」とい

う。)である場合には、当該納税義務者の

前年中の給与所得に係る所得割額及び均

等割額(これと併せて賦課徴収を行う森林

環境税額を含む。次項及び第5項において

同じ。)の合算額を特別徴収の方法により

徴収する。 

第44条 個人の市民税の納税義務者が当該

年度の初日の属する年の前年中において

給与の支払を受けた者であり、かつ、同日

において給与の支払を受けている者(支給

期間が1月を超える期間により定められ

ている給与のみの支払を受けていること

その他これに類する理由があることによ

り、特別徴収の方法によって徴収すること

が著しく困難であると認められる者を除

く。以下この条において「給与所得者」と

いう。)である場合においては、当該納税

義務者の前年中の給与所得に係る所得割

額及び均等割額の合算額を特別徴収の方

法によって徴収する。 

2 前項の納税義務者について、当該納税義

務者の前年中の所得に給与所得以外の所

得がある場合には、当該給与所得以外の所

得に係る所得割額を同項の規定により特

別徴収の方法により徴収すべき給与所得

に係る所得割額及び均等割額の合算額に

加算して特別徴収の方法により徴収する。

ただし、第36条の2第1項の申告書に給与

所得以外の所得に係る所得割額を普通徴

収の方法により徴収されたい旨の記載が

あるときは、この限りでない。 

2 前項の納税義務者について、当該納税義

務者の前年中の所得に給与所得以外の所

得がある場合においては、当該給与所得以

外の所得に係る所得割額を同項の規定に

よって特別徴収の方法によって徴収すべ

き給与所得に係る所得割額及び均等割額

の合算額に加算して特別徴収の方法によ

って徴収する。ただし、第36条の2第1項

の申告書に給与所得以外の所得に係る所

得割額を普通徴収の方法によって徴収さ

れたい旨の記載があるときは、この限りで

ない。 

3 前項の規定により給与所得者の給与所

得以外の所得に係る所得割額を特別徴収

の方法により徴収することとなった後に

おいて、当該給与所得者について給与所得

以外の所得に係る所得割額の全部又は一

部を特別徴収の方法により徴収すること

が適当でないと認められる特別の事情が

生じたため当該給与所得者から給与所得

以外の所得に係る所得割額の全部又は一

部を普通徴収の方法により徴収すること

とされたい旨の申出があった場合でその

事情がやむを得ないと認められるときは、

3 前項の規定によって給与所得者の給与

所得以外の所得に係る所得割額を特別徴

収の方法によって徴収することとなった

後において、当該給与所得者について給与

所得以外の所得に係る所得割額の全部又

は一部を特別徴収の方法によって徴収す

ることが適当でないと認められる特別の

事情が生じたため当該給与所得者から給

与所得以外の所得に係る所得割額の全部

又は一部を普通徴収の方法により徴収す

ることとされたい旨の申出があった場合

でその事情がやむを得ないと認められる
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市長は、当該特別徴収の方法により徴収す

べき給与所得以外の所得に係る所得割額

でまだ特別徴収により徴収していない額

の全部又は一部を普通徴収の方法により

徴収するものとする。 

ときは、市長は、当該特別徴収の方法によ

って徴収すべき給与所得以外の所得に係

る所得割額でまだ特別徴収により徴収し

ていない額の全部又は一部を普通徴収の

方法により徴収するものとする。 

4 (略) 4 (略) 

5 納税義務者である給与所得者に対し給

与の支払をする者に当該年度の初日の翌

日から翌年の4月30日までの間において

異動を生じた場合において、当該給与所得

者が当該給与所得者に対して新たに給与

の支払をする者となった者(所得税法第18

3条の規定により給与の支払をする際所

得税を徴収して納付する義務がある者に

限る。以下この項において同じ。)を通じ

て、当該異動により従前の給与の支払をす

る者から給与の支払を受けなくなった日

の属する月の翌月の10日(その支払を受け

なくなった日が翌年の4月中である場合

には、同月30日)までに、第1項の規定によ

り特別徴収の方法により徴収されるべき

前年中の給与所得に係る所得割額及び均

等割額の合算額(既に特別徴収の方法によ

り徴収された金額があるときは、当該金額

を控除した金額)を特別徴収の方法により

徴収されたい旨の申出をしたときは、当該

合算額を特別徴収の方法により徴収する

ものとする。ただし、当該申出が翌年の4

月中にあった場合において、特別徴収の方

法により徴収することが困難であると市

長が認めるときは、この限りでない。 

5 納税義務者である給与所得者に対し給

与の支払をする者に当該年度の初日の翌

日から翌年の4月30日までの間において

異動を生じた場合において、当該給与所得

者が当該給与所得者に対して新たに給与

の支払をする者となった者(所得税法第18

3条の規定によって給与の支払をする際

所得税を徴収して納付する義務がある者

に限る。以下この項において同じ。)を通

じて、当該異動によって従前の給与の支払

をする者から給与の支払を受けなくなっ

た日の属する月の翌月の10日(その支払を

受けなくなった日が翌年の4月中である

場合には、同月30日)までに、第1項の規定

により特別徴収の方法によって徴収され

るべき前年中の給与所得に係る所得割額

及び均等割額の合算額(既に特別徴収の方

法によって徴収された金額があるときは、

当該金額を控除した金額)を特別徴収の方

法によって徴収されたい旨の申出をした

ときは、当該合算額を特別徴収の方法によ

って徴収するものとする。ただし、当該申

出が翌年の4月中にあった場合において、

特別徴収の方法によって徴収することが

困難であると市長が認めるときは、この限

りでない。 

6 特別徴収の方法により個人の市民税を

徴収される納税義務者が、当該年度の初日

の属する年の6月1日から12月31日までの

間において給与の支払を受けないことと

なり、かつ、その事由が発生した日の属す

る月の翌月以降の月割額を特別徴収の方

法により徴収されたい旨の納税義務者か

らの申出があった場合及びその事由がそ

6 特別徴収の方法によって個人の市民税

を徴収される納税義務者が、当該年度の初

日の属する年の6月1日から12月31日まで

の間において給与の支払を受けないこと

となり、かつ、その事由が発生した日の属

する月の翌月以降の月割額を特別徴収の

方法によって徴収されたい旨の納税義務

者からの申出があった場合及びその事由
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の年の翌年の1月1日から4月30日までの

間において発生した場合には、当該納税義

務者に対してその年の5月31日までの間

に支払われるべき給与又は退職手当等で

当該月割額の全額に相当する金額を超え

るものがあるときに限り、当該月割額の全

額(同日までに当該給与又は退職手当等の

全部又は一部の支払がされないこととな

ったときにあっては、同日までに支払われ

た当該給与又は退職手当等の額から徴収

することができる額)を特別徴収の方法に

より徴収する。 

がその年の翌年の1月1日から4月30日ま

での間において発生した場合には、当該納

税義務者に対してその年の5月31日まで

の間に支払われるべき給与又は退職手当

等で当該月割額の全額に相当する金額を

超えるものがあるときに限り、当該月割額

の全額(同日までに当該給与又は退職手当

等の全部又は一部の支払がされないこと

となったときにあっては、同日までに支払

われた当該給与又は退職手当等の額から

徴収することができる額)を特別徴収の方

法によって徴収する。 

(給与所得に係る特別徴収税額の納入の義

務等) 

(給与所得に係る特別徴収税額の納入の義

務等) 

第46条 前条の特別徴収義務者は、月割額

を徴収した月の翌月10日までに、その徴

収した月割額を施行規則第5号の15様式

若しくは第5号の15の2様式又は施行規則

第2条の6の規定により総務大臣が定めた

様式による納入書により納入しなければ

ならない。 

第46条 前条の特別徴収義務者は、月割額

を徴収した月の翌月10日までに、その徴

収した月割額を施行規則第5号の15様式

若しくは第5号の15の2様式又は施行規則

第2条の6の規定により総務大臣が定めた

様式による納入書によって納入しなけれ

ばならない。 

(給与所得に係る特別徴収税額の普通徴収

税額への繰入れ) 

(給与所得に係る特別徴収税額の普通徴収

税額への繰入れ) 

第47条 個人の市民税の納税者が給与の支

払を受けなくなったこと等により給与所

得に係る特別徴収税額を特別徴収の方法

により徴収されないこととなった場合に

は、特別徴収の方法により徴収されないこ

ととなった金額に相当する税額は、特別徴

収の方法により徴収されないこととなっ

た日以後において到来する第40条第1項

の納期がある場合にはそのそれぞれの納

期において、その日以後に到来する同項の

納期がない場合には直ちに、普通徴収の方

法により徴収するものとする。 

第47条 個人の市民税の納税者が給与の支

払を受けなくなったこと等により給与所

得に係る特別徴収税額を特別徴収の方法

によって徴収されないこととなった場合

においては、特別徴収の方法によって徴収

されないこととなった金額に相当する税

額は、特別徴収の方法によって徴収されな

いこととなった日以後において到来する

第40条第1項の納期がある場合において

はそのそれぞれの納期において、その日以

後に到来する同項の納期がない場合にお

いては直ちに、普通徴収の方法によって徴

収するものとする。 

2 法第321条の6第1項の通知により変更さ

れた給与所得に係る特別徴収税額に係る

個人の市民税の納税者について、既に特別

徴収義務者から市に納入された給与所得

2 法第321条の6第1項の通知によって変更

された給与所得に係る特別徴収税額に係

る個人の市民税の納税者について、既に特

別徴収義務者から市に納入された給与所
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に係る特別徴収税額が当該納税者から徴

収すべき給与所得に係る特別徴収税額を

超える場合(徴収すべき給与所得に係る特

別徴収税額がない場合を含む。)において

当該納税者の未納に係る徴収金があると

きは、当該過納又は誤納に係る税額は、法

第17条の2の2第1項第2号に規定する市町

村徴収金関係過誤納金とみなして、同条第

3項、第6項及び第7項の規定を適用するこ

とができるものとし、当該市町村徴収金関

係過誤納金により当該納税者の未納に係

る徴収金を納付し、又は納入することを委

託したものとみなす。 

得に係る特別徴収税額が当該納税者から

徴収すべき給与所得に係る特別徴収税額

を超える場合(徴収すべき給与所得に係る

特別徴収税額がない場合を含む。)におい

て当該納税者の未納に係る徴収金がある

ときは、当該過納又は誤納に係る税額は、

法第17条の2の規定によって当該納税者

の未納に係る徴収金に充当する。 

(公的年金等に係る所得に係る個人の市民

税の特別徴収) 

(公的年金等に係る所得に係る個人の市民

税の特別徴収) 

第47条の2 個人の市民税の納税義務者が

当該年度の初日の属する年の前年中にお

いて公的年金等の支払を受けた者であり、

かつ、同日において老齢等年金給付(法第3

21条の7の2第1項の老齢等年金給付をい

う。以下この節において同じ。)の支払を

受けている年齢65歳以上の者(特別徴収の

方法により徴収することが著しく困難で

あると認められるものとして次に掲げる

ものを除く。以下この節において「特別徴

収対象年金所得者」という。)である場合

には、当該納税義務者の前年中の公的年金

等に係る所得に係る所得割額及び均等割

額(これと併せて賦課徴収を行う森林環境

税額を含む。以下この条及び第47条の5に

おいて同じ。)の合算額(当該納税義務者に

係る均等割額を第44条第1項の規定によ

り特別徴収の方法により徴収する場合に

は、公的年金等に係る所得に係る所得割

額。以下この条及び第47条の5において同

じ。)の2分の1に相当する額(以下この節に

おいて「年金所得に係る特別徴収税額」と

いう。)を当該年度の初日の属する年の10

月1日から翌年の3月31日までの間に支払

われる老齢等年金給付から当該老齢等年

第47条の2 個人の市民税の納税義務者が

当該年度の初日の属する年の前年中にお

いて公的年金等の支払を受けた者であり、

かつ、同日において老齢等年金給付(法第3

21条の7の2第1項の老齢等年金給付をい

う。以下この節において同じ。)の支払を

受けている年齢65歳以上の者(特別徴収の

方法によって徴収することが著しく困難

であると認められるものとして次に掲げ

るものを除く。以下この節において「特別

徴収対象年金所得者」という。)である場

合においては、当該納税義務者の前年中の

公的年金等に係る所得に係る所得割額及

び均等割額の合算額(当該納税義務者に係

る均等割額を第44条第1項の規定により

特別徴収の方法によって徴収する場合に

おいては、公的年金等に係る所得に係る所

得割額。以下この条及び第47条の5におい

て同じ。)の2分の1に相当する額(以下この

節において「年金所得に係る特別徴収税

額」という。)を当該年度の初日の属する

年の10月1日から翌年の3月31日までの間

に支払われる老齢等年金給付から当該老

齢等年金給付の支払の際に特別徴収の方

法によって徴収する。 
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金給付の支払の際に特別徴収の方法によ

り徴収する。 

(1) (略) (1) (略)  

(2) 特別徴収の方法により徴収すること

とした場合には当該年度において当該

老齢等年金給付の支払を受けないこと

となると認められる者 

(2) 特別徴収の方法によって徴収するこ

ととした場合には当該年度において当

該老齢等年金給付の支払を受けないこ

ととなると認められる者 

2 前項の特別徴収対象年金所得者に対し

て課する個人の市民税のうち当該特別徴

収対象年金所得者の前年中の公的年金等

に係る所得に係る所得割額及び均等割額

の合算額から年金所得に係る特別徴収税

額を控除した額を第40条第1項の納期の

うち当該年度の初日からその日の属する

年の9月30日までの間に到来するものに

おいて普通徴収の方法により徴収する。 

2 前項の特別徴収対象年金所得者に対し

て課する個人の市民税のうち当該特別徴

収対象年金所得者の前年中の公的年金等

に係る所得に係る所得割額及び均等割額

の合算額から年金所得に係る特別徴収税

額を控除した額を第40条第1項の納期の

うち当該年度の初日からその日の属する

年の9月30日までの間に到来するものに

おいて普通徴収の方法によって徴収する。 

(年金所得に係る特別徴収税額等の普通徴

収税額への繰入れ) 

(年金所得に係る特別徴収税額等の普通徴

収税額への繰入れ) 

第47条の6 法第321条の7の7第1項又は第

3項(これらの規定を法第321条の7の8第3

項において読み替えて準用する場合を含

む。)の規定により特別徴収の方法により

徴収されないこととなった金額に相当す

る税額は、その特別徴収の方法により徴収

されないこととなった日以後において到

来する第40条第1項の納期がある場合に

はそのそれぞれの納期において、その日以

後に到来する同項の納期がない場合には

直ちに、普通徴収の方法により徴収するも

のとする。 

第47条の6 法第321条の7の7第1項又は第

3項(これらの規定を法第321条の7の8第3

項において読み替えて準用する場合を含

む。)の規定により特別徴収の方法によっ

て徴収されないこととなった金額に相当

する税額は、その特別徴収の方法によって

徴収されないこととなった日以後におい

て到来する第40条第1項の納期がある場

合においてはそのそれぞれの納期におい

て、その日以後に到来する同項の納期がな

い場合においては直ちに、普通徴収の方法

によって徴収するものとする。 

2 法第321条の7の7第3項(法第321条の7の

8第3項において読み替えて準用する場合

を含む。)の規定により年金所得に係る特

別徴収税額又は年金所得に係る仮特別徴

収税額を特別徴収の方法により徴収され

ないこととなった特別徴収対象年金所得

者について、既に特別徴収義務者から市に

納入された年金所得に係る特別徴収税額

又は年金所得に係る仮特別徴収税額が当

該特別徴収対象年金所得者から徴収すべ

2 法第321条の7の7第3項(法第321条の7の

8第3項において読み替えて準用する場合

を含む。)の規定により年金所得に係る特

別徴収税額又は年金所得に係る仮特別徴

収税額を特別徴収の方法によって徴収さ

れないこととなった特別徴収対象年金所

得者について、既に特別徴収義務者から市

に納入された年金所得に係る特別徴収税

額又は年金所得に係る仮特別徴収税額が

当該特別徴収対象年金所得者から徴収す
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き年金所得に係る特別徴収税額又は年金

所得に係る仮特別徴収税額を超える場合

(徴収すべき年金所得に係る特別徴収税額

又は年金所得に係る仮特別徴収税額がな

い場合を含む。)において当該特別徴収対

象年金所得者の未納に係る徴収金がある

ときは、当該過納又は誤納に係る税額は、

法第17条の2の2第1項第2号に規定する市

町村徴収金関係過誤納金とみなして、同条

第3項、第6項及び第7項の規定を適用する

ことができるものとし、当該市町村徴収金

関係過誤納金により当該特別徴収対象年

金所得者の未納に係る徴収金を納付し、又

は納入することを委託したものとみなす。 

べき年金所得に係る特別徴収税額又は年

金所得に係る仮特別徴収税額を超える場

合(徴収すべき年金所得に係る特別徴収税

額又は年金所得に係る仮特別徴収税額が

ない場合を含む。)において当該特別徴収

対象年金所得者の未納に係る徴収金があ

るときは、当該過納又は誤納に係る税額

は、法第17条の2の規定によって当該特別

徴収対象年金所得者の未納に係る徴収金

に充当する。 

(法人の市民税に係る不足税額の納付の手

続) 

(法人の市民税に係る不足税額の納付の手

続) 

第50条 (略) 第50条 (略) 

2 前項の場合には、その不足税額に法第32

1条の8第1項、第2項又は第31項の納期限

(同条第35項の申告納付に係る法人税割に

係る不足税額がある場合には、同条第1項

又は第2項の納期限とし、納期限の延長が

あった場合には、その延長された納期限と

する。第4項第1号において同じ。)の翌日

から納付の日までの期間の日数に応じ年

14.6パーセント(前項の納期限までの期間

又は当該納期限の翌日から1月を経過す

る日までの期間については、年7.3パーセ

ント)の割合を乗じて計算した金額に相当

する延滞金額を加算して納付しなければ

ならない。 

2 前項の場合においては、その不足税額に

法第321条の8第1項、第2項又は第31項の

納期限(同条第35項の申告納付に係る法人

税割に係る不足税額がある場合には、同条

第1項又は第2項の納期限とし、納期限の

延長があった場合には、その延長された納

期限とする。第4項第1号において同じ。)

の翌日から納付の日までの期間の日数に

応じ年14.6パーセント(前項の納期限まで

の期間又は当該納期限の翌日から1月を

経過する日までの期間については、年7.3

パーセント)の割合を乗じて計算した金額

に相当する延滞金額を加算して納付しな

ければならない。 

3及び4 (略) 3及び4 (略) 

(種別割の税率) (種別割の税率) 

第82条 (各号列記以外の部分略) 第82条 (各号列記以外の部分略) 

(1) (略) (1) (略) 

ア～ウ (略) ア～ウ (略)  

エ 三輪以上のもの(車室を備えず、か

つ、輪距(2以上の輪距を有するものに

あっては、その輪距のうち最大のも

の)が0.5メートル以下であるもの、側

エ 三輪以上のもの(車室を備えず、か

つ、輪距(2以上の輪距を有するものに

あっては、その輪距のうち最大のも

の)が0.5メートル以下であるもの及
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面が構造上開放されている車室を備

え、かつ、輪距が0.5メートル以下の

三輪のもの及び道路運送車両の保安

基準(昭和26年運輸省令第67号)第1条

第1項第13号の6に規定する特定小型

原動機付自転車を除く。)で、総排気

量が0.02リットルを超えるもの又は

定格出力が0.25キロワットを超える

もの 年額 3,700円 

び側面が構造上開放されている車室

を備え、かつ、輪距が0.5メートル以

下の三輪のものを除く。)で、総排気

量が0.02リットルを超えるもの又は

定格出力が0.25キロワットを超える

もの 年額 3,700円 

(2)及び(3) (略) (2)及び(3) (略) 

  附 則   附 則 

(法附則第15条第2項第1号等の条例で定

める割合) 

(法附則第15条第2項第1号等の条例で定

める割合) 

第10条の2 (略) 第10条の2 (略) 

2～16 (略) 2～16 (略) 

17 法附則第15条の9の3第1項に規定する

市町村の条例で定める割合は、3分の1と

する。 

 

(新築住宅等に対する固定資産税の減額の

規定の適用を受けようとする者がすべき

申告) 

(新築住宅等に対する固定資産税の減額の

規定の適用を受けようとする者がすべき

申告) 

第10条の3 (略) 第10条の3 (略) 

2～10 (略) 2～10 (略) 

11 法附則第15条の9の3第1項に規定する

特定マンションに係る区分所有に係る家

屋について、同項の規定の適用を受けよう

とする者は、当該特定マンションに係る同

項に規定する工事が完了した日から3月

以内に、次に掲げる事項を記載した申告書

に施行規則附則第7条第16項各号に掲げ

る書類を添付して市長に提出しなければ

ならない。 

 

(1) 納税義務者の住所、氏名又は名称及

び個人番号又は法人番号(個人番号又は

法人番号を有しない者にあっては、住所

及び氏名又は名称) 

 

(2) 家屋の所在、家屋番号、種類及び床

面積 

 

(3) 家屋の建築年月日及び登記年月日  

(4) 当該工事が完了した年月日  

－14－



(5) 当該工事が完了した日から3月を経

過した後に申告書を提出する場合には、

3月以内に提出することができなかっ

た理由 

 

12及び13 (略)  11及び12 (略)  

 (軽自動車税の環境性能割の非課税) 

 第15条の2の2 法第451条第1項第1号(同条

第4項又は第5項において準用する場合を

含む。)に掲げる三輪以上の軽自動車(自家

用のものに限る。以下この条において同

じ。)に対しては、当該三輪以上の軽自動

車の取得が令和元年10月1日から令和3年

12月31日までの間(附則第15条の7第3項

において「特定期間」という。)に行われ

たときに限り、第80条第1項の規定にかか

わらず、軽自動車税の環境性能割を課さな

い。 

(軽自動車税の環境性能割の課税免除) (軽自動車税の環境性能割の課税免除) 

第15条の2の2 (略) 第15条の2の3 (略) 

(軽自動車税の環境性能割の賦課徴収の特

例) 

(軽自動車税の環境性能割の賦課徴収の特

例) 

第15条の3 (略) 第15条の3 (略) 

2及び3 (略) 2及び3 (略) 

4 前項の規定の適用がある場合における

納付すべき軽自動車税の環境性能割の額

は、同項の不足額に、これに100分の35の

割合を乗じて計算した金額を加算した金

額とする。 

4 前項の規定の適用がある場合における

納付すべき軽自動車税の環境性能割の額

は、同項の不足額に、これに100分の10の

割合を乗じて計算した金額を加算した金

額とする。 

(軽自動車税の環境性能割の税率の特例) (軽自動車税の環境性能割の税率の特例) 

第15条の7 (略)  第15条の7 (略)  

2 (略) 2 (略) 

 3 自家用の三輪以上の軽自動車であって

乗用のものに対する第81条の4(第2号に

係る部分に限る。)及び前項の規定の適用

については、当該軽自動車の取得が特定期

間に行われたときに限り、これらの規定中

「100分の2」とあるのは、「100分の1」と

する。 

(軽自動車税の種別割の賦課徴収の特例) (軽自動車税の種別割の賦課徴収の特例) 

第16条の2 (略) 第16条の2 (略)  
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2 (略) 2 (略) 

3 前項の規定の適用がある場合における

納付すべき軽自動車税の種別割の額は、同

項の不足額に、これに100分の35の割合を

乗じて計算した金額を加算した金額とす

る。 

3 前項の規定の適用がある場合における

納付すべき軽自動車税の種別割の額は、同

項の不足額に、これに100分の10の割合を

乗じて計算した金額を加算した金額とす

る。 

   附 則 

 （施行期日） 

第１条 この条例は、公布の日から施行する。ただし、次の各号に掲げる規定は、当該各

号に定める日から施行する。 

 ⑴ 第８２条第１号エの改正規定並びに附則第１０条の２及び第１０条の３の改正規定

並びに附則第３条第１項の規定（この条例による改正後の船橋市市税条例（以下「新

条例」という。）附則第１６条の２第３項に係る部分を除く。） 令和５年７月１日 

⑵ 第３４条の８第２項及び第３８条第１項の改正規定、同条に１項を加える改正規定

並びに第４１条、第４４条、第４７条、第４７条の２及び第４７条の６の改正規定並

びに附則第１５条の３第４項及び第１６条の２第３項の改正規定並びに次条第１項並

びに附則第３条第１項（新条例附則第１６条の２第３項に係る部分に限る。）及び第３

項の規定 令和６年１月１日 

⑶ 第３６条の３の２の改正規定及び次条第２項の規定 令和７年１月１日 

（市民税に関する経過措置） 

第２条 前条第２号に掲げる規定による改正後の船橋市市税条例の規定中個人の市民税に

関する部分は、令和６年度分以後の年度分の個人の市民税について適用し、令和５年度

分までの個人の市民税については、なお従前の例による。 

２ 新条例第３６条の３の２第２項の規定は、令和７年１月１日以後に支払を受けるべき

船橋市市税条例第３６条の３の２第１項に規定する給与（以下この項において「給与」

という。）について提出する同条第１項の規定による申告書について適用し、同日前に支

払を受けるべき給与について提出した同項の規定による申告書については、なお従前の

例による。 

（軽自動車税に関する経過措置） 

第３条 新条例第８２条第１号エ及び附則第１６条の２第３項の規定は、令和６年度以後

の年度分の軽自動車税の種別割について適用し、令和５年度分までの軽自動車税の種別
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割については、なお従前の例による。 

２ 令和元年１０月１日から令和３年１２月３１日までの間に取得されたこの条例による

改正前の船橋市市税条例附則第１５条の２の２及び第１５条の７第３項に規定する三輪

以上の軽自動車に対して課する軽自動車税の環境性能割については、なお従前の例によ

る。 

３ 新条例附則第１５条の３第４項の規定は、附則第１条第２号に掲げる規定の施行の日

以後に取得された三輪以上の軽自動車に対して課すべき軽自動車税の環境性能割につい

て適用し、同日前に取得された三輪以上の軽自動車に対して課する軽自動車税の環境性

能割については、なお従前の例による。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

理 由 

 

 地方税法の一部改正に伴い、森林環境税の賦課徴収等について、所要の改正等を行う必

要がある。これが、この条例案を提出する理由である。 
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議案第５号 

 

船橋市都市計画税条例の一部を改正する条例を次のように制定する。 

 

令和５年５月２９日提出 

 

                       船 橋 市 長  松  戸   徹 

 

 

船橋市都市計画税条例の一部を改正する条例 

 

船橋市都市計画税条例（昭和３１年船橋市条例第９号）の一部を次のように改正する。 

改正後 改正前 

附 則 附 則 

1～15 (略) 1～15 (略) 

16 法附則第15条第1項、第9項、第13項か

ら第17項まで、第19項、第20項、第24項、

第27項、第31項から第35項まで、第38項、

第39項、第43項若しくは第46項、第15条

の2第2項、第15条の3又は第63条の規定の

適用がある各年度分の都市計画税に限り、

第2条第2項中「又は第33項」とあるのは

「若しくは第33項又は附則第15条から第

15条の3まで若しくは第63条」とする。 

16 法附則第15条第1項、第9項、第13項か

ら第17項まで、第19項、第20項、第24項、

第27項、第31項から第35項まで、第38項、

第39項若しくは第43項、第15条の2第2項、

第15条の3又は第63条の規定の適用があ

る各年度分の都市計画税に限り、第2条第

2項中「又は第33項」とあるのは「若しく

は第33項又は附則第15条から第15条の3

まで若しくは第63条」とする。 

17 (略) 17 (略) 

   附 則 

 この条例は、公布の日又は地域公共交通の活性化及び再生に関する法律等の一部を改正

する法律（令和５年法律第１８号）附則第１条第２号に掲げる規定の施行の日のいずれか

遅い日から施行する。 

 

 

 

 

－19－



理 由 

 

地方税法の一部改正に伴い、課税標準の特例について、所要の改正を行う必要がある。

これが、この条例案を提出する理由である。 

－20－



議案第６号 

 

 船橋市火災予防条例の一部を改正する条例を次のように制定する。 

 

  令和５年５月２９日提出 

 

                        船 橋 市 長  松  戸   徹 

 

 

   船橋市火災予防条例の一部を改正する条例 

 

 船橋市火災予防条例（昭和４８年船橋市条例第２３号）の一部を次のように改正する。 

改正後 改正前 

(急速充電設備) (急速充電設備) 

第11条の2 急速充電設備(電気を設備内部

で変圧して、電気自動車等(電気を動力源

とする自動車、原動機付自転車、船舶、航

空機その他これらに類するものをいう。以

下同じ。)にコネクター(充電用ケーブルを

電気自動車等に接続するためのものをい

う。以下同じ。)を用いて充電する設備(全

出力20キロワット以下のものを除く。)を

いい、分離型のもの(変圧する機能を有す

る設備本体及び充電ポスト(コネクター及

び充電用ケーブルを収納する設備で、変圧

する機能を有しないものをいう。以下同

じ。)により構成されるものをいう。以下

同じ。)にあっては、充電ポストを含む。

以下同じ。)の位置、構造及び管理は、次

に掲げる基準によらなければならない。 

第11条の2 急速充電設備(電気を設備内部

で変圧して、電気自動車等(電気を動力源

とする自動車等(道路交通法(昭和35年法

律第105号)第2条第1項第9号に規定する

自動車又は同項第10号に規定する原動機

付自転車をいう。第12号において同じ。)

をいう。以下この条において同じ。)に充

電する設備(全出力20キロワット以下のも

の及び全出力200キロワットを超えるも

のを除く。)をいう。以下同じ。)の位置、

構造及び管理は、次に掲げる基準によらな

ければならない。 

(1) 急速充電設備(全出力50キロワット

以下のもの及び消防局長が認める延焼

を防止するための措置が講じられてい

るものを除く。)を屋外に設ける場合に

あっては、建築物から3メートル以上の

(1) 急速充電設備(全出力50キロワット

以下のもの及び消防局長が認める延焼

を防止するための措置が講じられてい

るものを除く。)を屋外に設ける場合に

あっては、建築物から3メートル以上の
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距離を保つこと。ただし、次に掲げるも

のにあっては、この限りでない。 

距離を保つこと。ただし、不燃材料で造

り、又は覆われた外壁で開口部のないも

のに面するときは、この限りでない。 

ア 不燃材料で造り、又は覆われた外壁

で開口部のないものに面するもの 

 

イ 分離型のものにあっては、充電ポス 

 ト 

 

(2) その筐
き ょ う

体は、不燃性の金属材料で造

ること。ただし、分離型のものの充電ポ

ストにあっては、この限りでない。 

(2) その筐
き ょ う

体は、不燃性の金属材料で造

ること。 

(3)～(5) (略) (3)～(5) (略) 

(6) コネクターと電気自動車等が確実に

接続されていない場合には、充電を開始

しない措置を講ずること。 

(6) 急速充電設備と電気自動車等が確実

に接続されていない場合には、充電を開

始しない措置を講ずること。 

(7) コネクターが電気自動車等に接続さ

れ、電圧が印加されている場合には、当

該コネクターが当該電気自動車等から

外れないようにする措置を講ずること。 

(7) 急速充電設備と電気自動車等の接続

部に電圧が印加されている場合には、当

該接続部が外れないようにする措置を

講ずること。 

(8)～(10) (略) (8)～(10) (略) 

(11) 急速充電設備を手動で緊急に停止

することができる装置を、当該急速充電

設備の利用者が異常を認めたときに、速

やかに操作することができる箇所に設

けること。 

(11) 急速充電設備を手動で緊急停止さ

せることができる措置を講ずること。 

(12) 急速充電設備と電気自動車等の衝

突を防止する措置を講ずること。 

(12) 自動車等の衝突を防止する措置を

講ずること。 

(13) コネクターについて、操作に伴う不

時の落下を防止する措置を講ずること。

ただし、コネクターに十分な強度を有す

るものにあっては、この限りでない。 

(13) コネクター(充電用ケーブルを電気

自動車等に接続するための部分をいう。

以下この号において同じ。)について、

操作に伴う不時の落下を防止する措置

を講ずること。ただし、コネクターに十

分な強度を有するものにあっては、この

限りでない。 

(14)及び(15) (略) (14)及び(15) (略) 

(16) 急速充電設備のうち蓄電池を内蔵

しているものにあっては、当該蓄電池

(主として保安のために設けるものを除

く。)について次に掲げる措置を講ずる

こと。 

(16) 急速充電設備のうち蓄電池を内蔵

しているものにあっては、当該蓄電池に

ついて次に掲げる措置を講ずること。 

ア～エ (略) ア～エ (略) 
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(17) 急速充電設備のうち分離型のもの

にあっては、充電ポストに蓄電池(主と

して保安のために設けるものを除く。)

を内蔵しないこと。 

 

(18)及び(19) (略) (17)及び(18) (略) 

2 (略) 2 (略) 

(避雷設備) (避雷設備) 

第16条 避雷設備の位置及び構造は、消防

局長が指定する日本産業規格(産業標準化

法(昭和24年法律第185号)第20条第1項の

日本産業規格をいう。以下同じ。)に適合

するものとしなければならない。 

第16条 避雷設備の位置及び構造は、消防

局長が指定する日本産業規格(産業標準化

法(昭和24年法律第185号)第20条第1項の

日本産業規格をいう。)に適合するものと

しなければならない。 

2 (略) 2 (略) 

(喫煙等) (喫煙等) 

第23条 (略) 第23条 (略) 

2 (略) 2 (略) 

 3 前項の場合において、併せて図記号によ

る標識を設けるときは、別表第7に定める

ものとしなければならない。 

3 (各号列記以外の部分略) 4 (各号列記以外の部分略) 

(1) (略) (1) (略) 

(2) 前号に掲げる場合以外の場合 適当

な数の吸殻容器を設けた喫煙所の設置

及び当該喫煙所における「喫煙所」と表

示した標識の設置(健康増進法(平成14

年法律第103号)第33条第2項に規定す

る喫煙専用室標識を設ける場合におい

ては、この限りでない。) 

(2) 前号に掲げる場合以外の場合 適当

な数の吸殻容器を設けた喫煙所の設置

及び当該喫煙所における「喫煙所」と表

示した標識の設置(併せて図記号による

標識を設けるときは、別表第7に定める

ものとしなければならない。) 

4 第2項又は前項第2号に規定する標識と

併せて図記号による標識を設けるときは、

「禁煙」又は「火気厳禁」と表示した標識

と併せて設ける図記号にあっては国際標

準化機構が定めた規格第7010号又は日本

産業規格Z8210に適合するものとし、「喫

煙所」と表示した標識と併せて設ける図記

号にあっては国際標準化機構が定めた規

格第7001号又は日本産業規格Z8210に適

合するものとしなければならない。 

 

5 第3項第2号に掲げる場合において、劇場

等の喫煙所は、階ごとに客席及び廊下(通

5 前項第2号に掲げる場合において、劇場

等の喫煙所は、階ごとに客席及び廊下(通
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行の用に供しない部分を除く。)以外の場

所に設けなければならない。ただし、劇場

等の一部の階において全面的に喫煙が禁

止されている旨の標識の設置その他の当

該階における全面的な喫煙の禁止を確保

するために消防局長が火災予防上必要と

認める措置を講じたときは、当該階におい

て喫煙所を設けないことができる。 

行の用に供しない部分を除く。)以外の場

所に設けなければならない。ただし、劇場

等の一部の階において全面的に喫煙が禁

止されている旨の標識の設置その他の当

該階における全面的な喫煙の禁止を確保

するために消防局長が火災予防上必要と

認める措置を講じたときは、当該階におい

て喫煙所を設けないことができる。 

6及び7 (略) 6及び7 (略) 

別表第4から別表第7まで 削除 別表第4から別表第6まで 削除 

 別表第7 

 表示の種類 図記号 色 

禁煙である

旨の表示 

 

 記号は黒、斜

めの帯及び枠

は赤、地は白 

火気厳禁で

ある旨の表

示 

 記号は黒、斜

めの帯及び枠

は赤、地は白 

喫煙所であ

る旨の表示 

 記号は黒、地

は白 

 
 

     附 則 

 （施行期日） 

１ この条例は、公布の日から施行する。ただし、第１１条の２第１項の改正規定及び次

項の規定は、令和５年１０月１日から施行する。 

 （経過措置） 

２ 第１１条の２第１項の改正規定の施行の際現に設置され、又は設置の工事がされてい

るこの条例による改正後の船橋市火災予防条例（以下「新条例」という。）第１１条の２

第１項に規定する急速充電設備に係る位置、構造及び管理に関する基準の適用について

は、なお従前の例による。 

３ 新条例第２３条第３項第２号の規定の適用については、当分の間、同号中「喫煙専用

室標識」とあるのは、「喫煙専用室標識又は健康増進法の一部を改正する法律（平成３０

年法律第７８号）附則第３条第１項の規定により読み替えて適用される健康増進法第３

３条第２項に規定する指定たばこ専用喫煙室標識」と読み替えるものする。 

４ この条例の施行の際現に設置され、又は設置の工事がされている新条例第２３条第２
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項又は第３項第２号に規定する標識と併せて設ける図記号のうち、新条例第２３条第４

項の規定に適合しないものについては、同項の規定にかかわらず、なお従前の例による。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

理 由 

 

対象火気設備等の位置、構造及び管理並びに対象火気器具等の取扱いに関する条例の制

定に関する基準を定める省令の一部改正に伴い、急速充電設備の位置、構造及び管理の基

準等について、所要の改正を行う必要がある。これが、この条例案を提出する理由である。 
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議案第７号 

 

 船橋市指定障害福祉サービスの事業等の人員、設備及び運営に関する基準等を定める条

例を次のように制定する。 

 

  令和５年５月２９日提出 

 

                        船 橋 市 長  松  戸   徹  

 

 

   船橋市指定障害福祉サービスの事業等の人員、設備及び運営に関する基準等を定め

る条例 

 

 船橋市指定障害福祉サービスの事業等の人員、設備及び運営に関する基準等を定める条

例（平成２４年船橋市条例第６２号）の全部を改正する。 

 （趣旨） 

第１条 この条例は、障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（平

成１７年法律第１２３号。以下「法」という。）第３０条第１項第２号イ、第３６条第

３項第１号（法第３７条第２項及び第４１条第４項において準用する場合を含む。以下

同じ。）、第４１条の２第１項第１号及び第２号並びに第４３条第１項及び第２項の規定

に基づき、指定障害福祉サービスの事業等の人員、設備及び運営に関する基準等を定め

るものとする。 

 （定義） 

第２条 この条例における用語の意義は、法及び障害者の日常生活及び社会生活を総合的

に支援するための法律に基づく指定障害福祉サービスの事業等の人員、設備及び運営に

関する基準（平成１８年厚生労働省令第１７１号。以下「命令」という。）の例による。 

 （指定に係る申請者の資格） 

第３条 指定障害福祉サービス事業者の指定に係る法第３６条第３項第１号の条例で定め

る者は、法人とする。ただし、療養介護に係る指定又は短期入所（病院又は診療所によ

り行われるものに限る。）に係る指定については、この限りでない。 
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 （指定障害福祉サービスの事業等の人員、設備及び運営に関する基準） 

第４条 法第３０条第１項第２号イ、第４１条の２第１項第１号及び第２号並びに第４３

条第１項及び第２項の規定に基づき条例で定める基準は、次条から第８条まで及び附則

第２項に定めるもののほか、命令に定める基準（命令附則第７条から第１１条までに定

める基準を除く。）の例による。 

 （非常災害対策） 

第５条 前条の規定によりその例によることとされる命令第７０条第１項（命令第９３条、

第９３条の５、第１２５条、第１２５条の４、第１６２条、第１６２条の４、第１７１

条、第１７１条の４、第１８４条、第１９７条、第２０２条、第２０６条、第２１３条、

第２１３条の１１、第２１３条の２２及び第２２３条第１項において準用する場合を含

む。）の規定の適用については、同項中「従業者」とあるのは、「従業者並びに利用者及

びその家族等」とする。 

 （サービスの提供） 

第６条 第４条の規定によりその例によることとされる命令第１２２条第２項（命令第１

２５条の４において準用する場合を含む。）の規定の適用については、同項中「適切な

方法により」とあるのは、「適切な方法により、１週間に２回以上」とする。 

 （障害福祉サービスの提供に係る基準） 

第７条 第４条の規定によりその例によることとされる命令第１３２条第１項の規定の適

用については、同項中「障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律

に基づく障害福祉サービス事業の設備及び運営に関する基準（平成１８年厚生労働省令

第１７４号」とあるのは「船橋市障害福祉サービス事業の設備及び運営に関する基準を

定める条例（平成２４年船橋市条例第６４号」と、「障害者の日常生活及び社会生活を

総合的に支援するための法律に基づく障害者支援施設の設備及び運営に関する基準（平

成１８年厚生労働省令第１７７号」とあるのは「船橋市障害者支援施設の設備及び運営

に関する基準を定める条例（平成２４年船橋市条例第６７号」とする。 

 （共同生活援助の設備） 

第８条 指定共同生活援助（命令第２０７条に規定する指定共同生活援助をいう。）に係

る共同生活住居（命令第１２４条第２号に規定する共同生活住居をいう。以下同じ。）

は、住宅地又は住宅地と同程度に利用者の家族や地域住民との交流の機会が確保される

地域にあり、かつ、入所により日中及び夜間を通してサービスを提供する施設、通所に
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より主として日中においてサービスを提供する事業所(以下「通所事業所」という。)又

は病院の敷地外にあるようにしなければならない。ただし、市長がやむを得ないと認め

る通所事業所にあっては、この限りでない。 

２ 共同生活住居（サテライト型住居を除く。以下この項及び附則第２項において同じ。）

は、その入居定員を２人以上１０人以下とし、同一敷地内に複数の共同生活住居を設置

する場合においても、その入居定員の総数は、２人以上１０人（市長が必要があると認

める場合にあっては、２０人）以下とする。ただし、既存の建物を共同生活住居とする

場合にあっては、当該共同生活住居の入居定員を２人以上２０人以下とすることができ

る。 

３ 第４条の規定によりその例によることとされる命令第２１３条の１６の規定の適用に

ついては、同条中「第２１０条」とあるのは、「第２１０条（第１項、第４項及び第５

項を除く。）並びに船橋市指定障害福祉サービスの事業等の人員、設備及び運営に関す

る基準等を定める条例第８条第１項及び第２項」とする。 

   附 則 

 （施行期日） 

１ この条例は、令和５年７月１日から施行する。 

 （経過措置） 

２ 平成２５年４月１日において現に存する共同生活住居（同日以後に増築され、又は改

築される等建物の構造を変更したものを除く。）に係る第８条第２項の規定の適用につ

いては、同項中「認める場合にあっては、２０人」とあるのは、「認める場合にあって

は、３０人」とする。 

 （船橋市指定障害者支援施設の人員、設備及び運営に関する基準等を定める条例の一部

改正） 

３ 船橋市指定障害者支援施設の人員、設備及び運営に関する基準等を定める条例（平成

２４年船橋市条例第６３号）の一部を次のように改正する。 

改正後 改正前 

(サービス提供困難時の対応) (サービス提供困難時の対応) 

第15条 指定障害者支援施設は、生活介

護、自立訓練(機能訓練)、自立訓練(生活

訓練)、就労移行支援又は就労継続支援B

型に係る通常の事業の実施地域等を勘案

第15条 指定障害者支援施設は、生活介

護、自立訓練(機能訓練)、自立訓練(生活

訓練)、就労移行支援又は就労継続支援B

型に係る通常の事業の実施地域等を勘案
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し、利用申込者に対し自ら適切な生活介

護、自立訓練(機能訓練)、自立訓練(生活

訓練)、就労移行支援又は就労継続支援B

型を提供することが困難であると認めた

場合は、適当な他の指定障害者支援施設

等、指定生活介護事業者(障害者の日常生

活及び社会生活を総合的に支援するため

の法律に基づく指定障害福祉サービスの

事業等の人員、設備及び運営に関する基

準(平成18年厚生労働省令第171号。第36

条第3項において「指定障害福祉サービ

ス等基準」という。)第78条第1項に規定

する指定生活介護事業者をいう。)、指定

自立訓練(機能訓練)事業者(同命令第156

条第1項に規定する指定自立訓練(機能訓

練)事業者をいう。)、指定自立訓練(生活

訓練)事業者(同命令第166条第1項に規定

する指定自立訓練(生活訓練)事業者をい

う。)、指定就労移行支援事業者(同命令

第175条第1項に規定する指定就労移行支

援事業者をいう。)、指定就労継続支援B

型事業者(同命令第201条第1項に規定す

る指定就労継続支援B型事業者をいう。)

等の紹介その他の必要な措置を速やかに

講じなければならない。 

し、利用申込者に対し自ら適切な生活介

護、自立訓練(機能訓練)、自立訓練(生活

訓練)、就労移行支援又は就労継続支援B

型を提供することが困難であると認めた

場合は、適当な他の指定障害者支援施設

等、指定生活介護事業者(船橋市指定障害

福祉サービスの事業等の人員、設備及び

運営に関する基準等を定める条例(平成24

年船橋市条例第62号。第36条第3項にお

いて「指定障害福祉サービス基準条例」

という。)第80条第1項に規定する指定生

活介護事業者をいう。)、指定自立訓練

(機能訓練)事業者(同条例第143条第1項に

規定する指定自立訓練(機能訓練)事業者

をいう。)、指定自立訓練(生活訓練)事業

者(同条例第153条第1項に規定する指定

自立訓練(生活訓練)事業者をいう。)、指

定就労移行支援事業者(同条例第163条第

1項に規定する指定就労移行支援事業者

をいう。)、指定就労継続支援B型事業者

(同条例第189条第1項に規定する指定就

労継続支援B型事業者をいう。)等の紹介

その他の必要な措置を速やかに講じなけ

ればならない。 

2 (略) 2 (略) 

(職場への定着のための支援等の実施) (職場への定着のための支援等の実施) 

第36条 (略) 第36条 (略) 

2 (略) 2 (略) 

3 指定障害者支援施設は、就労移行支援

の提供に当たっては、利用者が、指定就

労定着支援(指定障害福祉サービス等基準

第206条の2に規定する指定就労定着支援

をいう。以下同じ。)の利用を希望する場

合には、第1項に定める支援が終了した

日以後速やかに当該指定就労定着支援を

受けられるよう、指定就労定着支援事業

者(指定障害福祉サービス等基準第206条

の3第1項に規定する指定就労定着支援事

業者をいう。以下同じ。)との連絡調整を

3 指定障害者支援施設は、就労移行支援

の提供に当たっては、利用者が、指定就

労定着支援(指定障害福祉サービス基準条

例第194条の2に規定する指定就労定着支

援をいう。以下同じ。)の利用を希望する

場合には、第1項に定める支援が終了し

た日以後速やかに当該指定就労定着支援

を受けられるよう、指定就労定着支援事

業者(指定障害福祉サービス基準条例第

194条の3第1項に規定する指定就労定着

支援事業者をいう。以下同じ。)との連絡
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行わなければならない。 調整を行わなければならない。 

4 (略) 4 (略) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

理 由 

 

 障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律に基づく指定障害福祉サ

ービスの事業等の人員、設備及び運営に関する基準の一部改正及び規定方法の見直しに伴

い、所要の定めをする等の必要がある。これが、この条例案を提出する理由である。 
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議案第８号 

 

 船橋市幼稚園型認定こども園、保育所型認定こども園及び地方裁量型認定こども園の認

定の要件を定める条例の一部を改正する条例を次のように制定する。 

 

  令和５年５月２９日提出 

 

                        船 橋 市 長  松  戸   徹  

 

 

船橋市幼稚園型認定こども園、保育所型認定こども園及び地方裁量型認定こども園

の認定の要件を定める条例の一部を改正する条例 

 

船橋市幼稚園型認定こども園、保育所型認定こども園及び地方裁量型認定こども園の認

定の要件を定める条例（令和５年船橋市条例第１０号）の一部を次のように改正する。 

改正後 改正前 

(定義) (定義) 

第2条 (略) 第2条 (略) 

2 (略) 2 (略) 

3 前2項に定めるもののほか、この条例に

おける用語の意義は、法及び就学前の子ど

もに関する教育、保育等の総合的な提供の

推進に関する法律第3条第2項及び第4項

の規定に基づき内閣総理大臣及び文部科

学大臣が定める施設の設備及び運営に関

する基準(平成26年内閣府・文部科学省・

厚生労働省告示第2号。以下「告示」とい

う。)の例による。 

3 前2項に定めるもののほか、この条例に

おける用語の意義は、法及び就学前の子ど

もに関する教育、保育等の総合的な提供の

推進に関する法律第3条第2項及び第4項

の規定に基づき内閣総理大臣、文部科学大

臣及び厚生労働大臣が定める施設の設備

及び運営に関する基準(平成26年内閣府・

文部科学省・厚生労働省告示第2号。以下

「告示」という。)の例による。 

 附 則 

 この条例は、公布の日から施行する。 
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理 由 

 

 就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提供の推進に関する法律第３条第２項

及び第４項の規定に基づき内閣総理大臣、文部科学大臣及び厚生労働大臣が定める施設の

設備及び運営に関する基準の一部改正に伴い、規定の整備を行う必要がある。これが、こ

の条例案を提出する理由である。 
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議案第９号 

 

   市道の路線変更について 

 

 市道の路線を次のとおり変更する。 

 

  令和５年５月２９日提出 

 

船 橋 市 長  松  戸   徹  

 

変更    
 

路線番号 起       点 終       点 
路  線  内  訳 

備  考 
巾 員 m 延 長 m 

34-158 金杉５丁目 1290-7 金杉５丁目 1290-34 
2.72 

43.49 
変更前 

2.73 

34-158 金杉５丁目 1290-7 金杉５丁目 1292-28 
6.00 

236.99 
変更後 

7.47 

    193.50 

 

合 計    193.50 
 

 

 

 

 

理 由 

 

 市道の路線変更について、道路法第１０条第３項の規定により議会の議決を得る必要が

ある。 
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議案第１０号 

 

   専決処分の承認を求めることについて 

 

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１７９条第１項の規定により、次のとおり専 

決処分したので、同条第３項の規定により議会に報告し、その承認を求める。 

 

  令和５年５月２９日提出 

 

船 橋 市 長  松  戸   徹  

 

 

   専  決  処  分  書 

 

 令和５年度船橋市一般会計予算については、予算の補正に特に緊急を要するため議会を

招集する時間的余裕がないので、地方自治法第１７９条第１項の規定により次のとおり専

決処分する。 

 

  令和５年４月１９日 

 

船 橋 市 長  松  戸   徹 
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議案第１１号 

 

   専決処分の承認を求めることについて 

 

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１７９条第１項の規定により、次のとおり専 

決処分したので、同条第３項の規定により議会に報告し、その承認を求める。 

 

  令和５年５月２９日提出 

 

船 橋 市 長  松  戸   徹  

 

 

   専  決  処  分  書 

 

 船橋市市税条例の一部を改正する条例については、地方税法等の一部を改正する法律（令

和５年法律第１号）の施行に伴い、特に緊急を要するため議会を招集する時間的余裕がな

いので、地方自治法第１７９条第１項の規定により次のとおり専決処分する。 

 

  令和５年３月３１日 

 

                        船 橋 市 長  松  戸   徹  
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船橋市市税条例の一部を改正する条例 

 

 船橋市市税条例（昭和２９年船橋市条例第３０号）の一部を次のように改正する。 

改正後 改正前 

(給与所得に係る特別徴収税額の納入の義

務等) 

(給与所得に係る特別徴収税額の納入の義

務等) 

第46条 前条の特別徴収義務者は、月割額

を徴収した月の翌月10日までに、その徴

収した月割額を施行規則第5号の15様式

若しくは第5号の15の2様式又は施行規則

第2条の6の規定により総務大臣が定めた

様式による納入書によって納入しなけれ

ばならない。 

第46条 前条の特別徴収義務者は、月割額

を徴収した月の翌月10日までに、その徴

収した月割額を施行規則第5号の15様式

又は施行規則第2条の6の規定により総務

大臣が定めた様式による納入書によって

納入しなければならない。 

(法人の市民税の申告納付) (法人の市民税の申告納付) 

第48条 市民税を申告納付する義務がある

法人は、法第321条の8第1項、第2項、第

31項、第34項及び第35項の規定による申

告書(第9項、第10項及び第12項において

「納税申告書」という。)を、同条第1項、

第2項、第31項及び第35項の申告納付にあ

ってはそれぞれこれらの規定による納期

限までに、同条第34項の申告納付にあっ

ては遅滞なく市長に提出し、及びその申告

に係る税金又は同条第1項後段及び第2項

後段の規定により提出があったものとみ

なされる申告書に係る税金を施行規則第

22号の4様式又は第22号の4の2様式によ

る納付書により納付しなければならない。 

第48条 市民税を申告納付する義務がある

法人は、法第321条の8第1項、第2項、第

31項、第34項及び第35項の規定による申

告書(第9項、第10項及び第12項において

「納税申告書」という。)を、同条第1項、

第2項、第31項及び第35項の申告納付にあ

ってはそれぞれこれらの規定による納期

限までに、同条第34項の申告納付にあっ

ては遅滞なく市長に提出し、及びその申告

に係る税金又は同条第1項後段及び第2項

後段の規定により提出があったものとみ

なされる申告書に係る税金を施行規則第

22号の4様式による納付書により納付し

なければならない。 

2～4 (略) 2～4 (略) 

5 法第321条の8第34項に規定する申告書

(同条第33項の規定による申告書を含む。

以下この項において同じ。)に係る税金を

納付する場合には、当該税金に係る同条第

1項、第2項又は第31項の納期限(納期限の

延長があったときは、その延長された納期

限とする。第7項第1号において同じ。)の

翌日から納付の日までの期間の日数に応

じ、当該税額に年14.6パーセント(申告書

5 法第321条の8第34項に規定する申告書

(同条第33項の規定による申告書を含む。

以下この項において同じ。)に係る税金を

納付する場合には、当該税金に係る同条第

1項、第2項又は第31項の納期限(納期限の

延長があったときは、その延長された納期

限とする。第7項第1号において同じ。)の

翌日から納付の日までの期間の日数に応

じ、当該税額に年14.6パーセント(申告書
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を提出した日(同条第35項の規定の適用が

ある場合において、当該申告書がその提出

期限前に提出されたときは、当該提出期

限)までの期間又はその期間の末日の翌日

から1月を経過する日までの期間につい

ては、年7.3パーセント)の割合を乗じて計

算した金額に相当する延滞金額を加算し

て施行規則第22号の4様式又は第22号の4

の2様式による納付書により納付しなけ

ればならない。 

を提出した日(同条第35項の規定の適用が

ある場合において、当該申告書がその提出

期限前に提出されたときは、当該提出期

限)までの期間又はその期間の末日の翌日

から1月を経過する日までの期間につい

ては、年7.3パーセント)の割合を乗じて計

算した金額に相当する延滞金額を加算し

て施行規則第22号の4様式による納付書

により納付しなければならない。 

6～16 (略) 6～16 (略) 

(法人の市民税に係る不足税額の納付の手

続) 

(法人の市民税に係る不足税額の納付の手

続) 

第50条 法人の市民税の納税者は法第321

条の12の規定による納付の告知を受けた

場合には、当該不足税額を当該通知書の指

定する期限までに、施行規則第22号の4様

式又は第22号の4の2様式による納付書に

より納付しなければならない。 

第50条 法人の市民税の納税者は法第321

条の12の規定による納付の告知を受けた

場合には、当該不足税額を当該通知書の指

定する期限までに、施行規則第22号の4様

式による納付書により納付しなければな

らない。 

2～4 (略) 2～4 (略) 

(たばこ税の申告納付の手続) (たばこ税の申告納付の手続) 

第98条 前条の規定によってたばこ税を申

告納付すべき者(以下この節において「申

告納税者」という。)は、毎月末日までに、

前月の初日から末日までの間における売

渡し等に係る製造たばこの品目ごとの課

税標準たる本数の合計数(以下この節にお

いて「課税標準数量」という。)及び当該

課税標準数量に対するたばこ税額、第96

条第1項の規定により免除を受けようと

する場合にあっては同項の適用を受けよ

うとする製造たばこに係るたばこ税額並

びに次条第1項の規定により控除を受け

ようとする場合にあっては同項の適用を

受けようとするたばこ税額その他必要な

事項を記載した施行規則第34号の2様式

による申告書を市長に提出し、及びその申

告に係る税金を施行規則第34号の2の5様

式又は第34号の2の5の2様式による納付

書によって納付しなければならない。この

第98条 前条の規定によってたばこ税を申

告納付すべき者(以下この節において「申

告納税者」という。)は、毎月末日までに、

前月の初日から末日までの間における売

渡し等に係る製造たばこの品目ごとの課

税標準たる本数の合計数(以下この節にお

いて「課税標準数量」という。)及び当該

課税標準数量に対するたばこ税額、第96

条第1項の規定により免除を受けようと

する場合にあっては同項の適用を受けよ

うとする製造たばこに係るたばこ税額並

びに次条第1項の規定により控除を受け

ようとする場合にあっては同項の適用を

受けようとするたばこ税額その他必要な

事項を記載した施行規則第34号の2様式

による申告書を市長に提出し、及びその申

告に係る税金を施行規則第34号の2の5様

式による納付書によって納付しなければ

ならない。この場合において、当該申告書
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場合において、当該申告書には、第96条

第3項に規定する書類及び次条第1項の返

還に係る製造たばこの品目ごとの数量に

ついての明細を記載した施行規則第16号

の5様式による書類を添付しなければな

らない。 

には、第96条第3項に規定する書類及び次

条第1項の返還に係る製造たばこの品目

ごとの数量についての明細を記載した施

行規則第16号の5様式による書類を添付

しなければならない。 

2～4 (略) 2～4 (略) 

5 前項の修正申告書に係る税金を納付す

る場合には、当該税金に係る第1項又は第

2項の納期限(納期限の延長があったとき

は、その延長された納期限。第101条第2

項において同じ。)の翌日から納付の日ま

での期間の日数に応じ、当該税額に年14.6

パーセント(修正申告書を提出した日まで

の期間又はその日の翌日から1月を経過

する日までの期間については、年7.3パー

セント)の割合を乗じて計算した金額に相

当する延滞金額を加算して、施行規則第

34号の2の5様式又は第34号の2の5の2様

式による納付書によって納付しなければ

ならない。 

5 前項の修正申告書に係る税金を納付す

る場合には、当該税金に係る第1項又は第

2項の納期限(納期限の延長があったとき

は、その延長された納期限。第101条第2

項において同じ。)の翌日から納付の日ま

での期間の日数に応じ、当該税額に年14.6

パーセント(修正申告書を提出した日まで

の期間又はその日の翌日から1月を経過

する日までの期間については、年7.3パー

セント)の割合を乗じて計算した金額に相

当する延滞金額を加算して、施行規則第

34号の2の5様式による納付書によって納

付しなければならない。 

(たばこ税に係る不足税額等の納付手続) (たばこ税に係る不足税額等の納付手続) 

第101条 たばこ税の納税義務者は、法第

481条、第483条又は第484条の規定に基づ

く納付の告知を受けた場合には、当該不足

税額又は過少申告加算金額、不申告加算金

額若しくは重加算金額を、当該通知書の指

定する期限までに、施行規則第34号の2の

5様式又は第34号の2の5の2様式による納

付書によって納付しなければならない。 

第101条 たばこ税の納税義務者は、法第

481条、第483条又は第484条の規定に基づ

く納付の告知を受けた場合には、当該不足

税額又は過少申告加算金額、不申告加算金

額若しくは重加算金額を、当該通知書の指

定する期限までに、施行規則第34号の2の

5様式による納付書によって納付しなけ

ればならない。 

2 (略) 2 (略) 

附 則 附 則 

(肉用牛の売却による事業所得に係る市民

税の課税の特例) 

(肉用牛の売却による事業所得に係る市民

税の課税の特例) 

第8条 昭和57年度から令和9年度までの各

年度分の個人の市民税に限り、法附則第6

条第4項に規定する場合において、第36条

の2第1項の規定による申告書(その提出期

限後において市民税の納税通知書が送達

される時までに提出されたもの及びその

第8条 昭和57年度から令和6年度までの各

年度分の個人の市民税に限り、法附則第6

条第4項に規定する場合において、第36条

の2第1項の規定による申告書(その提出期

限後において市民税の納税通知書が送達

される時までに提出されたもの及びその
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時までに提出された第36条の3第1項の確

定申告書を含む。次項において同じ。)に

肉用牛の売却に係る租税特別措置法第25

条第1項に規定する事業所得の明細に関

する事項の記載があるとき(これらの申告

書にその記載がないことについてやむを

得ない理由があると市長が認めるときを

含む。次項において同じ。)は、当該事業

所得に係る市民税の所得割の額を免除す

る。 

時までに提出された第36条の3第1項の確

定申告書を含む。次項において同じ。)に

肉用牛の売却に係る租税特別措置法第25

条第1項に規定する事業所得の明細に関

する事項の記載があるとき(これらの申告

書にその記載がないことについてやむを

得ない理由があると市長が認めるときを

含む。次項において同じ。)は、当該事業

所得に係る市民税の所得割の額を免除す

る。 

2及び3 (略) 2及び3 (略) 

(読替規定) (読替規定) 

第10条 法附則第15条から第15条の3の2ま

で又は第63条の規定の適用がある各年度

分の固定資産税に限り、第61条第8項中

「又は第349条の3の4から第349条の5ま

で」とあるのは、「若しくは第349条の3

の4から第349条の5まで又は附則第15条

から第15条の3の2まで若しくは第63条」

とする。 

第10条 法附則第15条から第15条の3の2ま

で、第63条又は第64条の規定の適用があ

る各年度分の固定資産税に限り、第61条

第8項中「又は第349条の3の4から第349

条の5まで」とあるのは、「若しくは第349

条の3の4から第349条の5まで又は附則第

15条から第15条の3の2まで、第63条若し

くは第64条」とする。 

(法附則第15条第2項第1号等の条例で定

める割合) 

(法附則第15条第2項第1号等の条例で定

める割合) 

第10条の2 (略) 第10条の2 (略) 

2 (略) 2 (略) 

3 法附則第15条第25項第1号イに規定する

設備について同号に規定する市町村の条

例で定める割合は、3分の2とする。 

3 法附則第15条第26項第1号イに規定する

設備について同号に規定する市町村の条

例で定める割合は、3分の2とする。 

4 法附則第15条第25項第1号ロに規定する

設備について同号に規定する市町村の条

例で定める割合は、3分の2とする。 

4 法附則第15条第26項第1号ロに規定する

設備について同号に規定する市町村の条

例で定める割合は、3分の2とする。 

5 法附則第15条第25項第1号ハに規定する

設備について同号に規定する市町村の条

例で定める割合は、3分の2とする。 

5 法附則第15条第26項第1号ハに規定する

設備について同号に規定する市町村の条

例で定める割合は、3分の2とする。 

6 法附則第15条第25項第1号ニに規定する

設備について同号に規定する市町村の条

例で定める割合は、3分の2とする。 

6 法附則第15条第26項第1号ニに規定する

設備について同号に規定する市町村の条

例で定める割合は、3分の2とする。 

7 法附則第15条第25項第2号イに規定する

設備について同号に規定する市町村の条

例で定める割合は、4分の3とする。 

7 法附則第15条第26項第2号イに規定する

設備について同号に規定する市町村の条

例で定める割合は、4分の3とする。 

8 法附則第15条第25項第2号ロに規定する 8 法附則第15条第26項第2号ロに規定する
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設備について同号に規定する市町村の条

例で定める割合は、4分の3とする。 

設備について同号に規定する市町村の条

例で定める割合は、4分の3とする。 

9 法附則第15条第25項第2号ハに規定する

設備について同号に規定する市町村の条

例で定める割合は、4分の3とする。 

9 法附則第15条第26項第2号ハに規定する

設備について同号に規定する市町村の条

例で定める割合は、4分の3とする。 

10 法附則第15条第25項第3号イに規定す

る設備について同号に規定する市町村の

条例で定める割合は、2分の1とする。 

10 法附則第15条第26項第3号イに規定す

る設備について同号に規定する市町村の

条例で定める割合は、2分の1とする。 

11 法附則第15条第25項第3号ロに規定す

る設備について同号に規定する市町村の

条例で定める割合は、2分の1とする。 

11 法附則第15条第26項第3号ロに規定す

る設備について同号に規定する市町村の

条例で定める割合は、2分の1とする。 

12 法附則第15条第25項第3号ハに規定す

る設備について同号に規定する市町村の

条例で定める割合は、2分の1とする。 

12 法附則第15条第26項第3号ハに規定す

る設備について同号に規定する市町村の

条例で定める割合は、2分の1とする。 

13 法附則第15条第28項に規定する市町村

の条例で定める割合は、3分の2とする。 

13 法附則第15条第29項に規定する市町村

の条例で定める割合は、3分の2とする。 

14 法附則第15条第32項に規定する市町村

の条例で定める割合は、3分の1とする。 

14 法附則第15条第33項に規定する市町村

の条例で定める割合は、3分の1とする。 

15 法附則第15条第33項に規定する市町村

の条例で定める割合は、3分の2とする。 

15 法附則第15条第34項に規定する市町村

の条例で定める割合は、3分の2とする。 

16 (略) 16 (略) 

 17 法附則第64条に規定する市町村の条例

で定める割合は、0とする。 

(新築住宅等に対する固定資産税の減額の

規定の適用を受けようとする者がすべき

申告) 

(新築住宅等に対する固定資産税の減額の

規定の適用を受けようとする者がすべき

申告) 

第10条の3 (略) 第10条の3 (略) 

2～10 (略) 2～10 (略) 

11 法附則第15条の10第1項の耐震基準適

合家屋について、同項の規定の適用を受け

ようとする者は、当該耐震基準適合家屋に

係る耐震改修が完了した日から3月以内

に、次に掲げる事項を記載した申告書に施

行規則附則第7条第17項に規定する補助

に係る補助金確定通知書の写し、建築物の

耐震改修の促進に関する法律(平成7年法

律第123号)第7条又は附則第3条第1項の

規定による報告の写し及び当該耐震改修

後の家屋が令附則第12条第19項に規定す

る基準を満たすことを証する書類を添付

11 法附則第15条の10第1項の耐震基準適

合家屋について、同項の規定の適用を受け

ようとする者は、当該耐震基準適合家屋に

係る耐震改修が完了した日から3月以内

に、次に掲げる事項を記載した申告書に施

行規則附則第7条第13項に規定する補助

に係る補助金確定通知書の写し、建築物の

耐震改修の促進に関する法律(平成7年法

律第123号)第7条又は附則第3条第1項の

規定による報告の写し及び当該耐震改修

後の家屋が令附則第12条第19項に規定す

る基準を満たすことを証する書類を添付
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して市長に提出しなければならない。 して市長に提出しなければならない。 

(1)～(4) (略) (1)～(4) (略) 

(5) 施行規則附則第7条第17項に規定す

る補助の算定の基礎となった当該耐震

基準適合家屋に係る耐震改修に要した

費用 

(5) 施行規則附則第7条第13項に規定す

る補助の算定の基礎となった当該耐震

基準適合家屋に係る耐震改修に要した

費用 

(6) (略) (6) (略) 

12 (略) 12 (略) 

(軽自動車税の種別割の税率の特例) (軽自動車税の種別割の税率の特例) 

第16条 法附則第30条第1項に規定する三

輪以上の軽自動車に対する当該軽自動車

が最初の法第444条第3項に規定する車両

番号の指定(次項から第4項までにおいて

「初回車両番号指定」という。)を受けた

月から起算して14年を経過した月の属す

る年度以後の年度分の軽自動車税の種別

割に係る第82条の規定の適用について

は、当分の間、次の表の左欄に掲げる同条

の規定中同表の中欄に掲げる字句は、それ

ぞれ同表の右欄に掲げる字句とする。 

第16条 法附則第30条第1項に規定する三

輪以上の軽自動車に対する当該軽自動車

が最初の法第444条第3項に規定する車両

番号の指定(次項から第8項までにおいて

「初回車両番号指定」という。)を受けた

月から起算して14年を経過した月の属す

る年度以後の年度分の軽自動車税の種別

割に係る第82条の規定の適用について

は、当分の間、次の表の左欄に掲げる同条

の規定中同表の中欄に掲げる字句は、それ

ぞれ同表の右欄に掲げる字句とする。 

 (表の部分略)  (表の部分略) 

2 法附則第30条第2項第1号及び第2号に掲

げる三輪以上の軽自動車に対する第82条

の規定の適用については、当該軽自動車が

令和4年4月1日から令和8年3月31日まで

の間に初回車両番号指定を受けた場合に

は、当該初回車両番号指定を受けた日の属

する年度の翌年度分の軽自動車税の種別

割に限り、次の表の左欄に掲げる同条の規

定中同表の中欄に掲げる字句は、それぞれ

同表の右欄に掲げる字句とする。 

2 法附則第30条第2項第1号及び第2号に掲

げる三輪以上の軽自動車に対する第82条

の規定の適用については、当該軽自動車が

令和2年4月1日から令和3年3月31日まで

の間に初回車両番号指定を受けた場合に

は令和3年度分の軽自動車税の種別割に

限り、次の表の左欄に掲げる同条の規定中

同表の中欄に掲げる字句は、それぞれ同表

の右欄に掲げる字句とする。 

 (表の部分略)  (表の部分略) 

 3 法附則第30条第3項第1号及び第2号に掲

げる法第446条第1項第3号に規定するガ

ソリン軽自動車(以下この条において「ガ

ソリン軽自動車」という。)のうち三輪以

上のものに対する第82条の規定の適用に

ついては、当該ガソリン軽自動車が令和2

年4月1日から令和3年3月31日までの間に

初回車両番号指定を受けた場合には令和
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3年度分の軽自動車税の種別割に限り、次

の表の左欄に掲げる同条の規定中同表の

中欄に掲げる字句は、それぞれ同表の右欄

に掲げる字句とする。 

 第2号ア(ｲ) 3,900円 2,000円 

第 2 号 ア

(ｳ)(i) 

6,900円 3,500円 

10,800円 5,400円 

第 2 号 ア

(ｳ)(ii) 

3,800円 1,900円 

5,000円 2,500円 
   

 

 4 法附則第30条第4項第1号及び第2号に掲

げるガソリン軽自動車のうち三輪以上の

もの(前項の規定の適用を受けるものを除

く。)に対する第82条の規定の適用につい

ては、当該ガソリン軽自動車が令和2年4

月1日から令和3年3月31日までの間に初

回車両番号指定を受けた場合には令和3

年度分の軽自動車税の種別割に限り、次の

表の左欄に掲げる同条の規定中同表の中

欄に掲げる字句は、それぞれ同表の右欄に

掲げる字句とする。 

 第2号ア(ｲ) 3,900円 3,000円 

第 2 号 ア

(ｳ)(i) 

6,900円 5,200円 

10,800円 8,100円 

第 2 号 ア

(ｳ)(ii) 

3,800円 2,900円 

5,000円 3,800円 
   

 

 5 法附則第30条第2項第1号及び第2号に掲

げる三輪以上の軽自動車のうち、自家用の

乗用のものに対する第82条の規定の適用

については、当該軽自動車が令和3年4月1

日から令和4年3月31日までの間に初回車

両番号指定を受けた場合には令和4年度

分の軽自動車税の種別割に限り、当該軽自

動車が令和4年4月1日から令和5年3月31

日までの間に初回車両番号指定を受けた

場合には令和5年度分の軽自動車税の種

別割に限り、第2項の表の左欄に掲げる同

条の規定中同表の中欄に掲げる字句は、そ

れぞれ同表の右欄に掲げる字句とする。 

 6 法附則第30条第2項第1号及び第2号に掲
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げる三輪以上の軽自動車(自家用の乗用の

ものを除く。)に対する第82条の規定の適

用については、当該軽自動車が令和3年4

月1日から令和4年3月31日までの間に初

回車両番号指定を受けた場合には令和4

年度分の軽自動車税の種別割に限り、当該

軽自動車が令和4年4月1日から令和5年3

月31日までの間に初回車両番号指定を受

けた場合には令和5年度分の軽自動車税

の種別割に限り、第2項の表の左欄に掲げ

る同条の規定中同表の中欄に掲げる字句

は、それぞれ同表の右欄に掲げる字句とす

る。 

3 法附則第30条第3項の規定の適用を受け

る三輪以上の法第446条第1項第3号に規

定するガソリン軽自動車(以下この項及び

次項において「ガソリン軽自動車」とい

う。)(営業用の乗用のものに限る。)に対す

る第82条の規定の適用については、当該

ガソリン軽自動車が令和4年4月1日から

令和8年3月31日までの間に初回車両番号

指定を受けた場合には、当該初回車両番号

指定を受けた日の属する年度の翌年度分

の軽自動車税の種別割に限り、同条第2号

ア(ｲ)中「3,900円」とあるのは「2,000円」

と、同号ア(ｳ)(i)中「6,900円」とあるのは

「3,500円」とする。 

7 法附則第30条第7項の規定の適用を受け

る三輪以上のガソリン軽自動車(営業用の

乗用のものに限る。)に対する第82条の規

定の適用については、当該ガソリン軽自動

車が令和3年4月1日から令和4年3月31日

までの間に初回車両番号指定を受けた場

合には令和4年度分の軽自動車税の種別

割に限り、当該ガソリン軽自動車が令和4

年4月1日から令和5年3月31日までの間に

初回車両番号指定を受けた場合には令和

5年度分の軽自動車税の種別割に限り、第

3項の表の左欄に掲げる同条の規定中同

表の中欄に掲げる字句は、それぞれ同表の

右欄に掲げる字句とする。 

4 法附則第30条第4項の規定の適用を受け

る三輪以上のガソリン軽自動車(前項の規

定の適用を受けるものを除き、営業用の乗

用のものに限る。)に対する第82条の規定

の適用については、当該ガソリン軽自動車

が令和4年4月1日から令和7年3月31日ま

での間に初回車両番号指定を受けた場合

には、当該初回車両番号指定を受けた日の

属する年度の翌年度分の軽自動車税の種

別割に限り、同条第2号ア(ｲ)中「3,900円」

とあるのは「3,000円」と、同号ア(ｳ)(i)中

「6,900円」とあるのは「5,200円」とする。 

8 法附則第30条第8項の規定の適用を受け

る三輪以上のガソリン軽自動車(前項の規

定の適用を受けるものを除き、営業用の乗

用のものに限る。)に対する第82条の規定

の適用については、当該ガソリン軽自動車

が令和3年4月1日から令和4年3月31日ま

での間に初回車両番号指定を受けた場合

には令和4年度分の軽自動車税の種別割

に限り、当該ガソリン軽自動車が令和4年

4月1日から令和5年3月31日までの間に初

回車両番号指定を受けた場合には令和5

年度分の軽自動車税の種別割に限り、第4

項の表の左欄に掲げる同条の規定中同表
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の中欄に掲げる字句は、それぞれ同表の右

欄に掲げる字句とする。 

(軽自動車税の種別割の賦課徴収の特例) (軽自動車税の種別割の賦課徴収の特例) 

第16条の2 市長は、軽自動車税の種別割の

賦課徴収に関し、三輪以上の軽自動車が前

条第2項から第4項までの規定の適用を受

ける三輪以上の軽自動車に該当するかど

うかの判断をするときは、国土交通大臣の

認定等(法附則第30条の2第1項に規定する

国土交通大臣の認定等をいう。次項におい

て同じ。)に基づき当該判断をするものと

する。 

第16条の2 市長は、軽自動車税の種別割の

賦課徴収に関し、三輪以上の軽自動車が前

条第2項から第8項までの規定の適用を受

ける三輪以上の軽自動車に該当するかど

うかの判断をするときは、国土交通大臣の

認定等(法附則第30条の2第1項に規定する

国土交通大臣の認定等をいう。次項におい

て同じ。)に基づき当該判断をするものと

する。 

2及び3 (略) 2及び3 (略) 

(優良住宅地の造成等のために土地等を譲

渡した場合の長期譲渡所得に係る市民税

の課税の特例) 

(優良住宅地の造成等のために土地等を譲

渡した場合の長期譲渡所得に係る市民税

の課税の特例) 

第17条の2 昭和63年度から令和8年度まで

の各年度分の個人の市民税に限り、所得割

の納税義務者が前年中に前条第1項に規

定する譲渡所得の基因となる土地等(租税

特別措置法第31条第1項に規定する土地

等をいう。以下この条において同じ。)の

譲渡(同項に規定する譲渡をいう。以下こ

の条において同じ。)をした場合において、

当該譲渡が優良住宅地等のための譲渡(法

附則第34条の2第1項に規定する優良住宅

地等のための譲渡をいう。)に該当すると

きにおける前条第1項に規定する譲渡所

得(次条の規定の適用を受ける譲渡所得を

除く。次項において同じ。)に係る課税長

期譲渡所得金額に対して課する市民税の

所得割の額は、前条第1項の規定にかかわ

らず、次の各号に掲げる場合の区分に応

じ、当該各号に定める金額に相当する額と

する。 

第17条の2 昭和63年度から令和5年度まで

の各年度分の個人の市民税に限り、所得割

の納税義務者が前年中に前条第1項に規

定する譲渡所得の基因となる土地等(租税

特別措置法第31条第1項に規定する土地

等をいう。以下この条において同じ。)の

譲渡(同項に規定する譲渡をいう。以下こ

の条において同じ。)をした場合において、

当該譲渡が優良住宅地等のための譲渡(法

附則第34条の2第1項に規定する優良住宅

地等のための譲渡をいう。)に該当すると

きにおける前条第1項に規定する譲渡所

得(次条の規定の適用を受ける譲渡所得を

除く。次項において同じ。)に係る課税長

期譲渡所得金額に対して課する市民税の

所得割の額は、前条第1項の規定にかかわ

らず、次の各号に掲げる場合の区分に応

じ、当該各号に定める金額に相当する額と

する。 

(1)及び(2) (略) (1)及び(2) (略) 

2 前項の規定は、昭和63年度から令和8年

度までの各年度分の個人の市民税に限り、

所得割の納税義務者が前年中に前条第1

項に規定する譲渡所得の基因となる土地

2 前項の規定は、昭和63年度から令和5年

度までの各年度分の個人の市民税に限り、

所得割の納税義務者が前年中に前条第1

項に規定する譲渡所得の基因となる土地
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等の譲渡をした場合において、当該譲渡が

確定優良住宅地等予定地のための譲渡(法

附則第34条の2第5項に規定する確定優良

住宅地等予定地のための譲渡をいう。以下

この項において同じ。)に該当するときに

おける前条第1項に規定する譲渡所得に

係る課税長期譲渡所得金額に対して課す

る市民税の所得割について準用する。この

場合において、当該譲渡が法附則第34条

の2第10項の規定に該当することとなる

ときは、当該譲渡は確定優良住宅地等予定

地のための譲渡ではなかったものとみな

す。 

等の譲渡をした場合において、当該譲渡が

確定優良住宅地等予定地のための譲渡(法

附則第34条の2第5項に規定する確定優良

住宅地等予定地のための譲渡をいう。以下

この項において同じ。)に該当するときに

おける前条第1項に規定する譲渡所得に

係る課税長期譲渡所得金額に対して課す

る市民税の所得割について準用する。この

場合において、当該譲渡が法附則第34条

の2第10項の規定に該当することとなる

ときは、当該譲渡は確定優良住宅地等予定

地のための譲渡ではなかったものとみな

す。 

3 (略) 3 (略) 

   附 則 

（施行期日） 

第１条 この条例は、令和５年４月１日から施行する。 

 （固定資産税に関する経過措置） 

第２条 次項に定めるものを除き、この条例による改正後の船橋市市税条例（以下「新条

例」という。）の規定中固定資産税に関する部分は、令和５年度以後の年度分の固定資産

税について適用し、令和４年度分までの固定資産税については、なお従前の例による。 

２ 令和３年４月１日から令和５年３月３１日までの期間（以下この項において「適用期

間」という。）内に地方税法等の一部を改正する法律（令和３年法律第７号）附則第１条

第４号に掲げる規定による改正前の地方税法（昭和２５年法律第２２６号）附則第６４

条に規定する中小事業者等（以下この項において「中小事業者等」という。）が取得（同

条に規定する取得をいう。以下この項において同じ。）をした同条に規定する特例対象資

産（以下この項において「特例対象資産」という。）（中小事業者等が、同条に規定する

リース取引（以下この項において「リース取引」という。）に係る契約により特例対象資

産を引き渡して使用させる事業を行う者が適用期間内に取得をした同条に規定する先端

設備等に該当する特例対象資産を、適用期間内にリース取引により引渡しを受けた場合

における当該特例対象資産を含む。）に対して課する固定資産税については、なお従前の

例による。 

（軽自動車税に関する経過措置） 
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第３条 新条例附則第１６条の規定は、令和５年度以後の年度分の軽自動車税の種別割に

ついて適用し、令和４年度分までの軽自動車税の種別割については、なお従前の例によ

る。 
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議案第１２号 

 

   専決処分の承認を求めることについて 

 

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１７９条第１項の規定により、次のとおり専 

決処分したので、同条第３項の規定により議会に報告し、その承認を求める。 

 

  令和５年５月２９日提出 

 

船 橋 市 長  松  戸   徹  

 

 

   専  決  処  分  書 

 

 船橋市都市計画税条例の一部を改正する条例については、地方税法等の一部を改正する

法律（令和５年法律第１号）の施行に伴い、特に緊急を要するため議会を招集する時間的

余裕がないので、地方自治法第１７９条第１項の規定により次のとおり専決処分する。 

 

  令和５年３月３１日 

 

                        船 橋 市 長  松  戸   徹  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

－67－



船橋市都市計画税条例の一部を改正する条例 

 

 船橋市都市計画税条例（昭和３１年船橋市条例第９号）の一部を次のように改正する。 

改正後 改正前 

附 則 附 則 

 (施行期日等)  (施行期日等) 

1 (略) 1 (略) 

(法附則第15条第32項の条例で定める割

合) 

(法附則第15条第33項の条例で定める割

合) 

2 法附則第15条第32項に規定する市町村

の条例で定める割合は、3分の1とする。 

2 法附則第15条第33項に規定する市町村

の条例で定める割合は、3分の1とする。 

(法附則第15条第33項の条例で定める割

合) 

(法附則第15条第34項の条例で定める割

合) 

3 法附則第15条第33項に規定する市町村

の条例で定める割合は、3分の2とする。 

3 法附則第15条第34項に規定する市町村

の条例で定める割合は、3分の2とする。 

4～15 (略) 4～15 (略) 

16 法附則第15条第1項、第9項、第13項か

ら第17項まで、第19項、第20項、第24項、

第27項、第31項から第35項まで、第38項、

第39項若しくは第43項、第15条の2第2項、

第15条の3又は第63条の規定の適用があ

る各年度分の都市計画税に限り、第2条第

2項中「又は第33項」とあるのは「若しく

は第33項又は附則第15条から第15条の3

まで若しくは第63条」とする。 

16 法附則第15条第1項、第10項、第14項か

ら第18項まで、第20項、第21項、第25項、

第28項、第32項から第36項まで、第39項、

第40項若しくは第44項、第15条の2第2項、

第15条の3又は第63条の規定の適用があ

る各年度分の都市計画税に限り、第2条第

2項中「又は第33項」とあるのは「若しく

は第33項又は附則第15条から第15条の3

まで若しくは第63条」とする。 

17 (略) 17 (略) 

   附 則 

 （施行期日） 

１ この条例は、令和５年４月１日から施行する。 

 （経過措置） 

２ この条例による改正後の船橋市都市計画税条例の規定は、令和５年度以後の年度分の

都市計画税について適用し、令和４年度分までの都市計画税については、なお従前の例

による。 
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議案第１３号 

  

   監査委員選任の同意を求めることについて 

 

 監査委員齋藤 弘之は、令和５年９月３０日をもって任期が満了するので、引き続いて

同人を委員に選任したいから、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１９６条第１項

の規定により議会の同意を求める。 

 

  令和５年５月２９日提出 

 

船 橋 市 長  松  戸   徹  
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